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住宅改修費について（概要説明）
○住宅改修費の給付の対象
（１）厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費等の給付に係る住宅改修の種類に当てはまるもの。
（２）当該要介護（要支援）被保険者の介護保険被保険者証に記載されている住所の住宅について行うもの。
（３）介護保険要介護（要支援）認定において、要支援１から要介護５の認定を受けており、在宅生活を送っているもの。
（４）当該要介護（要支援）被保険者の心身の状態や住宅の状況等を勘案して必要と認められるもの。
○利用限度額
原則として２０万円（うち１割・２割又は３割が被保険者負担、９割・８割又は７割が保険給付）を上限とします。これを超える金額は自己負担となります。
○給付の方法
「給付券方式」又は「償還払い方式」があります。

（１）「給付券方式」とは、被保険者から申請を受け、寝屋川市が給付券を発行することにより、被保険者の負担を１割・２割又は３割とし、残りの９割・８割又は７割については、住宅改修完了後に寝屋川市が事業所に支払う方法です。

※「給付券方式」を利用できる住宅改修施工事業所については、寝屋川市長が指定する研修を受講し、事前に登録申請を行う必要があります。
　※ 給付制限を受けている方については、給付券方式は適用できません。
（２）「償還払い方式」とは、被保険者が工事費用を一旦全額負担し、後に市から被保険者の口座に当該住宅改修に要した費用の保険給付分を給付する制度です。

※入院中や要介護（要支援）の新規認定申請中の場合は償還払い方式となります。
※工事後、退院の目処がつかない場合や、自立認定の場合は給付の対象外となります。
○住宅改修工事前の事前申請
住宅改修の内容が介護保険の給付対象であるか確認を行いますので、必ず工事前に高齢介護室へ必要書類を添えて申請を行なってください。
受付後、その内容の適正を確認し、着工の可否を回答しますので、工事は許可後に行なってください。
（１）給付券申請の手順
１　高齢介護室に申請書類を提出後、内容等を審査し適正な改修工事であることを判断します。許可が下りた改修工事については、施工事業所へ連絡しますので、住宅改修費給付券及び請求書を高齢介護室窓口まで受け取りに来てください。（郵送希望の際は返信用封筒をご準備ください。）
※被保険者には、支給決定通知を送付します。
※審査に係る所要期間は約１週間程度とします。

２　施工事業所は、給付券受け取り後、速やかに住宅改修工事を行ってください。
給付券の有効期間は２ヶ月間となりますので、それを超えての工事の場合、一度取り下げをしていただきます。

３　被保険者は、工事完成後、１割・２割又は３割の自己負担額を施工事業所に支払い、領収書を施工事業所から受け取ります。

４　被保険者は、給付券に工事期間、被保険者氏名を記名、押印します。

５　被保険者（又は施工事業所）は、給付券に施工後の写真、領収書を添えて高齢介護室へ申請します。なお、提出には領収書の原本が必要ですが、希望があれば窓口で領収書の写しをとり、確認を行ったうえで返却します。
６　申請受付月の翌月末頃に施工事業所の口座へ住宅改修費（９割・８割又は７割）を振り込みます。

（２）償還払い申請の手順
1 　高齢介護室で申請書類を提出後、内容等を審査し適正な改修工事であることを判断します。許可が下りた改修工事については、施工事業所に連絡しますので、住宅改修費支給申請書兼請求書（ダウンロード不可）を高齢介護室窓口まで受け取りに来てください。（郵送希望の際は返信用封筒をご準備ください。）
※審査に係る所要期間は約１週間程度とします。

2 　施工事業所は住宅改修費支給申請書兼請求書を受け取り後、速やかに住宅改修工事を行ってください。

3 　被保険者は、工事完成後、住宅改修施工費の全額を施工事業所に支払い、領収書を施工事業所から受け取ります。

4 　被保険者は、申請書に記入します。

5 　被保険者（又は施工事業所）は、住宅改修費支給申請書兼請求書に領収書、施工後の写真を添えて高齢介護室へ提出します（本申請）。なお、領収書は原本が必要ですが、確認を行ったうえで返却します。その場合は、領収書の写しを提出してください。
6 　審査後、本申請受付月の翌月末に被保険者の口座へ住宅改修費（９割・８割又は７割）を振り込みます。

許可前に工事を行った場合は、給付の対象となりませんのでご注意ください。
○事後検証の実施
大阪府介護給付適正化計画に沿って当市においても介護保険給付の適正化に取り組
むこととし、住宅改修の適正検証を実施しています。

介護保険給付の適正化を図ることは、不適切な給付を行なわないようにする一方で、
利用者に対する適切な介護サービスを確保することにより、介護保険制度の信頼性を
高めるとともに、持続可能な介護保険制度の構築を目指そうとするものです。

○事後検証の取り組みと是正指導
　住宅改修の支給申請案件の全てを対象として、その一部を抽出して改修工事が計画

どおりに行なわれたか確認し、改修工事の適正・安全性・有効性などを検証します。
　改修工事に不適切な事実がある場合は、その是正工事を求めることがあります。

※検証結果により、住宅改修に関わる事業所等への指導を実施します。

○事前申請に必要な書類　※寝屋川市所定の様式を必ず使用してください。(平面図は除く)
（１）介護保険住宅改修費支給申請書（給付券用又は償還払い用）
（２）住宅改修が必要な理由書

　　　・ケアマネジャーが改修を必要と認めた理由書が必要です。

　　　　・ケアマネジャーがいない場合は、福祉住環境コーディネーター２級以上の理

由書が必要です。（福祉住環境コーディネーター検定試験合格証の写しを添付）
（３）住宅改修の平面図等

　　・内容が把握しやすい縮尺（50分の１程度）で作成してください。

　　・必要に応じて生活動線全体の平面図及び段差がわかる立面図等。

　　※平面図には既存の段差を記載してください。

・それぞれの部屋の用途を記載してください。（浴室・トイレ・居室・寝室等）
・改修箇所に番号をつけ、設置個所を判別できるように赤等で記してください。

　　　　　　　　　・手すりの取付けは、「手すりの形状」「長さ」「取り付けの高さ」を記載し

　　　てください。
・滑り防止等のための床材の変更は、変更する床部分の寸法を記載してください。

（４）施工前の工事箇所の写真

　　　・写真の中に日付の入ったもの。カメラのデイ機能も使用可とします。
※１ヵ月以内のものとしてください。

・手すりの工事箇所写真については、マスキングテープを使用することを推奨します。改修箇所の写真にはテープを貼った状態で撮影してください。
・段差解消の場合は、段差にメジャー等を充て撮影してください。
・撮影箇所が正確に分かるよう撮影してください。至近距離又は遠距離で撮影箇所が判別できないものは不可とします。
　　　・「生活の改善目的」が分かるアングルで撮影してください。
（５）工事費の内訳がわかる見積書

　　　 ・工事名、内容（仕様）、数量（対象工事に該当する数量のみ対象）、単位、単価、商品の定価等を明確に区分してください。
・諸経費は原則、10％程度とします。

諸経費の範囲がどこまで含まれるかの判断は、住宅改修に要する経費である

こと、他事例と比較して著しく高額でないこと等の観点から、個別で判断して

いくことになります。
　　　・消費税を記入してください。

【見積書の記載内容】

・材料費と施工費を区分してください。

・改修箇所(部屋)別に改修内容（改修種目）を記載してください。
・仕様（メーカー名・商品名・品番・サイズ等）を記載してください。

・定価の記載（市場において定価や標準価格がある商品・材料）をしてください。

・数量の記載（面積・長さ・数等）をしてください。
・単位の記載をしてください。（数量のあるものは一式表示しないでください。）
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（６）住宅の所有者の承諾書（住宅の所有者が被保険者本人又はその配偶者等家族の場合は不要）
・市営住宅の場合は、寝屋川市長の承諾が必要です。（この場合、様式は寝屋
川市まちづくり事業推進室で指定されているものを使用してください。）

・大府住宅供給公社（枚方管理センター）の場合、大阪府住宅供給公社理事長
の承諾が必要です。
（７）代理人選任届（償還払い申請時）
　　　・原則、申請者（被保険者）へ口座振込となりますが、家族等の口座への振込

みを希望する場合は、代理人選任届が必要です。
（８）その他
　　　・便器の取替え工事の場合は、取替える便器のカタログを添付してください。
○事後申請に必要な書類
　＜給付券用＞
（１）住宅改修費給付券
（２）施工前・施工後の工事箇所の写真（写真の中に日付の入ったもの）
（３）領収書（原本）【５万円以上の場合、収入印紙必要】
＜償還払い用＞

（１）住宅改修費支給申請書兼請求書（事前申請後、審査が終わり次第お渡しするものです。※ダウンロード不可。）
（２）施工前・施工後の工事箇所の写真（写真の中に日付の入ったもの）
（３）領収書（原本）【５万円以上の場合、収入印紙必要】
厚生労働大臣が定める居宅介護住宅改修費等の給付に係る住宅改修の種類
（１）手すりの取付け
住宅改修告示第１号に掲げる「手すりの取付け」とは、廊下、便所、浴室、玄

関、玄関から道路までの通路等に、転倒予防若しくは移動又は移乗動作に資する

ことを目的として設置するものです。手すりの形状は、二段式、縦付け、横付け

等適切なものとします。なお、貸与告示第７項に掲げる「手すり」に該当するも

のは除かれます。
（２）段差の解消
住宅改修告示第２号に掲げる「段差の解消」とは、居室、廊下、便所、浴室、

玄関等の各室間の床の段差及び玄関から道路までの通路等の段差を解消するための住宅改修をいい、具体的には、敷居を低くする工事、スロープを設置する工事、浴室の床のかさ上げ等が想定されるものです。ただし、貸与告示第８項に掲げられる「スロープ」又は購入告示第３項第５号に掲げる「浴室内すのこ」を置くことによる床段差の解消は除かれます。

また、昇降機、リフト、段差解消機等動力により段差を解消する機器を設置する工事は除かれます。
＊平成24年４月１日より通路等の傾斜の解消が追加されました。
（３）滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更
住宅改修告示第３号に掲げる「滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は
通路面の材料の変更」とは、居室においては、畳敷から板製床材、ビニル系床材等への変更、浴室においては床材の滑りにくいものへの変更、通路面においては滑りにくい舗装材への変更等が想定されるものです。
（４）引き戸等への扉の取替え
住宅改修告示第４号に掲げる「引き戸等への扉の取替え」には、開き戸を引き

戸、折れ戸、アコーディオンカーテン等に取り替えるといった扉全体の取替えの

ほか、ドアノブの変更、戸車の設置等も含まれます。
ただし、引き戸等への扉の取替えにあわせて自動ドアとした場合は、自動ドアの動力部分の設置はこれに含まれず、動力部分の費用相当額は、法に基づく保険給付の対象とはならないものです。
＊平成24年４月１日より扉の撤去が追加されました。
（５）洋式便器等への便器の取替え
住宅改修告示第５号に掲げる「洋式便器等への便器の取替え」とは、和式便器
を洋式便器に取り替える場合が一般的に想定されます。ただし、購入告示第１項に掲げる「腰掛便座」の設置等は除かれます。
また、和式便器から、暖房便座、洗浄機能等が付加されている洋式便器への取替
えは含まれますが、既に洋式便器である場合これらの機能等の付加は含まれませ
ん。
さらに、非水洗和式便器から水洗洋式便器又は簡易水洗洋式便器に取り替える場合は、当該工事のうち水洗化又は簡易水洗化の部分は含まれず、その費用相当額は法に基づく保険給付の対象とならないものです。

（６）その他（１）から（５）の住宅改修に付帯して必要となる住宅改修
その他住宅改修告示第１号から第５号までに掲げる住宅改修に付帯して必要と
なる住宅改修としては、それぞれ以下のものが考えられます。
①手すりの取付け
手すりの取付けのための壁の下地補強
②段差の解消
浴室の床の段差解消（浴室の床のかさ上げ）に伴う給排水設備工事
※平成24年４月１日よりスロープ設置に伴う転落や脱輪防止を目的とする柵や
立ち上がりの設置が追加されました。
③床又は通路面の材料の変更
床材の変更のための下地補強や根太の補強又は通路面の材料の変更のための路盤の整備
④扉の取替
扉の取替えに伴う壁又は柱の改修工事
⑤便器の取替え
便器の取替えに伴う給排水設備工事（水洗化又は簡易水洗化に係るものを除く。）便器の取替えに伴う床材の変更。
介護保険住宅改修事前申請・協議時の注意事項
住宅改修を必要とされている被保険者が以下のいずれかに該当されている場合、取り扱いは次のようになりますので、工事をされるにあたっては十分にご注意ください。
（1） 工事（予定）の日に入院又は入所中の場合
工事後の住宅改修費支給申請は、退院、もしくは退所による在宅の実績が生じ

て初めて可能となります。入院又は入所中に住宅改修をされた場合、退院もしくは退所できなくなったときは、全額自己負担していただくことになります。
（２）工事（予定）の日に要介護（要支援）の認定がない場合
工事後の住宅改修費支給申請は、要介護（要支援）認定の有効期間内に工事が着工、完了することで可能となります。工事期間が要介護（要支援）認定の有効期間内でない場合は、自己負担していただくことになります。
（３）工事（予定）の日に改修住所に住民登録がない場合
工事後の住宅改修費給付申請は、改修住所に住民登録があって初めて可能となります。改修住所に住民登録がない場合、全額自己負担していただくことになります。
（４）住宅改修の給付限度額について
同一の住宅で同一人につき過去から今回の住宅改修対象工事の費用の総額が、20万円を超えない範囲において、支給申請ができます。20万円を超えた分については、全額自己負担していただくことになります。
（５）給付限度額のリセットについて

　　　次に該当する場合は、給付限度額を20万円に戻します。

　　　・転居した場合

※親族等の家に一時的に転居し、再度、元の住宅へ戻った場合等は、給付の対象外とします。（但し、元の住宅で支給可能残額がある場合は転居前住宅に係る支給状況が復活します。）
・要介護状態区分が３段階以上重くなった場合

※但し、要支援２、要介護１は同じ要介護区分として取扱います。

	要支援１の方が要介護３以上になった場合

	要支援２又は要介護１の方が要介護４以上になった場合

	要介護２の方が要介護５になった場合


※３段階リセットは被保険者につき１回しか適用されません。
（６）給付制限について
給付制限期間中の工事については、受領委任払いが出来ない、あるいは自己負
担割合が変更される等の制限がありますので、必ず介護保険被保険者証で給付制限の事項を確認してください。
（７）新築及び増改築の場合
住宅の新築及び増築の場合、大規模なリフォーム（概ね、1ヶ月程度アパート等への仮住まいが必要な工事）、新たに居室を設ける場合等は住宅改修の給付となりません。

ご留意いただきたいこと
「○○市では認められたのに、△△市では対象外と言われた。何故か？」という質問があります。これは、市が違うためではなく、利用者（要介護者）の身体状況、住環境等が違うためです。同じ要介護等状態区分でも身体状況はそれぞれ異なります。
　 日常生活の様子でも、住居の状況による生活動線も異なります。それらの要素を勘案したうえで、被保険者（要介護者）にとって必要な住宅改修であるかどうかを判断します。

　 給付対象の可否は、被保険者（要介護者）の状況によって異なるものであることをご留意願います。

【参考】

第七十四条（居宅介護住宅改修費の支給が必要と認める場合） 

　　居宅介護住宅改修費は、当該住宅改修が当該居宅要介護被保険者が現に居住する住宅について行われたものであり、かつ、当該居宅要介護被保険者の心身の状況、住宅の状況等を勘案して必要と認められる場合に限り支給するものとする。 

第九十三条（介護予防住宅改修費の支給が必要と認める場合） 

　　介護予防住宅改修費は、当該住宅改修が当該居宅要支援被保険者が現に居住する住宅について行われたものであり、かつ、当該居宅要支援被保険者の心身の状況、住宅の状況等を勘案して必要と認められる場合に限り支給するものとする。 

住宅改修費支給申請書（給付券・償還払い）に添付する理由書の作成について

（1） 理由書の作成者

①居宅介護（介護予防）サービス計画作成依頼届を行っている場合は原則として、当該居宅介護支援事業者に所属する介護支援専門員とします。

※要支援１及び２の認定を受けており、地域包括支援センターで介護予防サービス計画を作成している被保険者については、介護予防サービス計画の原案を作成する地域包括支援センター職員又は居宅介護支援事業者に所属する介護支援専門となります。
②利用者が居宅介護（介護予防）サービス計画作成依頼届を行っていない場合

・居宅介護支援事業者に所属する介護支援専門員

・福祉住環境コーディネーター２級以上の資格を有する方（事業所所属）

・地域包括支援センターの職員又は介護予防サービス計画の委託を受けている居宅介護支援事業所に所属する介護支援専門員
（2） 理由書作成費の請求
利用者が居宅介護（介護予防）サービス計画作成依頼届を行っておらず、住宅改修以外の介護サービスを利用していない者の理由書を作成された場合は、理由書作成費を請求してください。
※理由書作成費は１件あたり２，０００円です。

（３） 住宅改修理由書作成費の支給

· 　高齢介護室において住宅改修理由書作成料請求書と給付実績を突合し、理由書作成費を支給します。


【申請受付場所】　寝屋川市福祉部高齢介護室


寝屋川市池田西町28番22号


市立保健福祉センター２階


TEL　072-838-0518


【申請受付時間】　午前９時～午後５時30分


　　　　　　　　（土・日・祝日　12月29日～１月３日を除く）　












